
第 41 回定時株主総会 

その他の電子提供措置事項 

第 41 期 （2025 年 3 月 1 日から 2026 年２月 28 日まで） 

連結計算書類の「連結注記表」 

計算書類の「個別注記表」 

株式会社メディカル一光グループ 

連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」につきましては、法令およ

び定款 13 条の定めに基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面

（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。 
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連結注記表 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

（１）連結の範囲に関する事項 

 連結子会社の数  12社 

 連結子会社の名称 株式会社メディカル一光、株式会社ヘルシー薬局、 

 株式会社京寿薬品、株式会社ヘルスケア・キャピタル、 

 株式会社ハピネライフ一光、株式会社ハピネライフケア鳥取、 

 有限会社三重高齢者福祉会、ウェルフェアー株式会社、 

 株式会社ライフケア、株式会社メディカルケア一光、 

 株式会社サンライズヴィラ土浦、株式会社メディシン一光 

 新たに全株式を取得した株式会社サンライズヴィラ土浦を、また、新たに設立した株式会

社メディシン一光を連結の範囲に含めております。 

 なお、前連結会計年度において、連結子会社であった株式会社佐藤薬品販売、株式会社若

松薬品、京葉沢井薬品株式会社は、連結子会社である株式会社メディカル一光と合併し

たため連結の範囲から除外しております。 

（２）持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用した関連会社の数  該当ありません。 

（３）会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない・・・時価法を採用しております。（評価差額は、全部純資産直入法に 
株式等以外のもの より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

市場価格のない・・・移動平均法による原価法を採用しております。 

株式等 

ロ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

 商 品・・・主として総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法)を採用しております。 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

建物及び鹿島病院に関する有形固定資産・・・主として定額法を採用しております。 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産・・・定率法を採用しております。 

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物  10～39年 
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    無形固定資産 

    (リース資産を除く)・・・定額法を採用しております。 

     なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく

定額法を採用しております。 

    リ ー ス 資 産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。 
 
  ③ 重要な引当金の計上基準 

    貸 倒 引 当 金・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

    賞 与 引 当 金・・・従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 
 
  ④ 退職給付に係る会計処理の方法 

   ・ 退職給付見込額の期間帰属方法 

      退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定 式基準によっております。 

   ・ 数理計算上の差異の費用処理方法 

      主として、発生の翌連結会計年度に一括して費用処理しております。 
 

  ⑤ 収益及び費用の計上基準 

    当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりで

あります。 

   イ 調剤薬局事業 

     調剤薬局事業では、主に医療機関が発行した処方箋に基づき患者である顧客に医薬品を引

き渡すことを履行義務として識別しております。この履行義務については、医薬品が顧客に

引き渡された時点において顧客が当該医薬品に対する支配を獲得し、履行義務が充足される

と判断していることから、顧客に医薬品を引き渡した時点で収益を認識しております。 

     取引価格については、各医薬品の直接の対価である薬剤料は薬価に基づき算定しており、

調剤サービスの対価である技術料は調剤報酬に基づき算定しております。なお、取引価格の

算定に変動対価は含まれておりません。また、対価は主として履行義務の充足時点から１年

以内に受け取っており、契約に重要な金融要素は含まれておりません。 

   ロ ヘルスケア事業 

     ヘルスケア事業では、主に介護施設や住宅内において介護保険法に基づく介護サービス等

の役務提供を履行義務として識別しております。この履行義務については、当社グループが

顧客への介護サービス等を提供するにつれて顧客が便益を享受することから、介護サービス

等を提供した期間にわたって収益を認識しております。 

     取引価格については、介護区分に応じた介護報酬に基づき算定しております。なお、介護

区分が未決定の顧客については申請区分等に基づき発生しうると考えられる対価の額を確

率で加重平均した金額(期待値)によって変動対価の額の見積りを行っております。また、対

価は主として履行義務の充足時点から１年以内に受け取っており、契約に重要な金融要素は

含まれておりません。 
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   ハ 医薬品卸事業 

     医薬品卸事業では、顧客との契約に基づき顧客に医薬品を引き渡すことを履行義務として

識別しております。この履行義務については、医薬品が顧客に引き渡された時点において顧

客が医薬品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しております。ただし、出

荷時から医薬品の支配が顧客に移転される時までの期間は通常の期間であると判断してい

るため、出荷時点で収益を認識しております。 

     取引価格については、顧客との契約に基づき算定しております。ただし、医薬品卸業界で

は、医薬品が生命関連商品であり納入停滞が許されないことから、取引価格未決定のまま医

薬品卸業者から医療機関等へ納入し、納入後に価格交渉を行うという取引慣行が従来より存

在しております。当該取引については、過去の実績等に基づき発生しうると考えられる対価

の額を確率で加重平均した金額（期待値）によって変動対価の額の見積りを行っております。

なお、当社グループは一部の取引を除き代理人としての取引を行っていないことから、医薬

品の引き渡しと交換に当社グループが権利を得ると見込む対価の総額を収益として認識し

ており、当社グループが代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供す

る商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認

識しております。また、対価は主として履行義務の充足時点から１年以内に受け取っており、

契約に重要な金融要素は含まれておりません。 

 

  ⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項 

    のれんの償却方法及び償却期間 

    のれんは、10年～12年間で均等償却しております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

 (「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用) 

  「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用しております。 

  法人税等の計上区分(その他の包括利益に対する課税)に関する改正については、2022年改正会

計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。)第65－２項(２)ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありませ

ん。 
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３．会計上の見積りに関する注記 

（１）調剤薬局事業及びヘルスケア事業に係る固定資産の減損 

  ① 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額 

   イ 有形固定資産 

                       (単位：千円) 

セグメントの名称 金額 

調剤薬局事業 1,738,003 

ヘルスケア事業 5,775,652 

   ロ 減損損失 

                       (単位：千円) 

セグメントの名称 金額 

調剤薬局事業 ─ 

ヘルスケア事業 1,648 

 

  ② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

   イ 算出方法 

     当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗及び介護施設を

基本単位とし、遊休資産については個別物件を基本単位としてグルーピングしております。 

     固定資産の減損の兆候が認められる資産グループについては、資産グループから得られる

割引前将来キャッシュ・フローを見積り、その総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上します。 

   ロ 主要な仮定 

     割引前将来キャッシュ・フローの見積りは事業計画を基礎としており、以下の主要な仮定

に基づいて見積っております。 

      ・調剤薬局事業 ：処方箋枚数、処方箋単価、労務費 

      ・ヘルスケア事業：施設利用者数、顧客単価、労務費 

   ハ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響 

     将来キャッシュ・フローの見積りに係る主要な仮定は不確実性が高く、予想値との乖離が

生じる可能性があります。予想値との乖離が生じた場合、翌連結会計年度の減損損失計上額

に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
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（２）のれんの減損 

  ① 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額 

   イ 調剤薬局事業及びヘルスケア事業に係るのれんの評価 

                       (単位：千円) 

セグメントの名称 金額 

調剤薬局事業 198,611 

ヘルスケア事業 576,045 

   ロ 減損損失 

                       (単位：千円) 

セグメントの名称 金額 

調剤薬局事業 ─ 

ヘルスケア事業 ─ 

 

  ② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

    のれんの減損の兆候を判定するにあたり、主として事業会社ごとを１つの資産グループとし

て資産のグルーピングをしております。のれんを有するすべての資産グループは、株式取得時

における事業計画を上回る営業利益を安定して計上しているなど、翌連結会計年度以降の経営

環境が大きく変化しない限り、重要な減損損失が発生する可能性は低いと判断しております。 

 

４．連結貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産  

 定期預金 25,000千円 

 建物及び構築物 464,601千円 

 土地 29,827千円 

  計 519,428千円 

担保に係る債務  

 買掛金 30,000千円 

 長期借入金（１年内返済予定長期借入金を含む） 480,552千円 

  計 510,552千円 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額                   9,554,967千円 

 

（３）当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行12行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しております。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

 当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 9,390,000千円 

 借入実行残高 530,000千円 

  差引額 8,860,000千円 
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 4,070,000 ─ 300,000 3,770,000 

 (注) 自己株式の消却による減少であります。 

 

（２）配当に関する事項 

  ① 配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2025年３月28日 

取締役会 
普通株式 150,469 40.00 2025年２月28日 2025年５月１日 

2025年９月25日 

取締役会 
普通株式 225,952 60.00 2025年８月31日 2025年11月５日 

 

  ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの 

決議 
株式の 

種類 
配当の原資 

配当金の 

総額(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2026年３月26日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 225,952 60.00 2026年２月28日 2026年５月１日 

 

６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

  ① 金融商品に対する取組方針 

   当社グループは、資金運用については流動性の高い金融資産により運用し、資金調達につい

ては必要資金を銀行等金融機関から調達しております。 

   また、信用取引は後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない

方針であります。 

  ② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク 

   営業債権である受取手形及び売掛金は、その大半が国民健康保険団体連合会及び社会保険診

療報酬支払基金等の公的機関に対する債権であり、信用リスクは低いものと判断しております。

それ以外の受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクがあります。 

   投資有価証券は、主に上場企業の株式であり、市場価格の変動リスクがあります。 

   敷金及び保証金は、店舗等の賃貸借契約における敷金及び保証金であり、賃貸人の信用リス

クがあります。 

   営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期

日であります。 

   社債及び借入金は、事業展開に係る必要資金の調達を目的としたものであり、金利の変動リ

スクがあります。 
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  ③ 金融商品に係るリスク管理体制 

   イ 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

    営業債権につきましては、財務・ＩＲ部において、担当部署が行う取引先ごとの期日管理

及び残高管理の内容を確認するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。 

   ロ 市場リスク(金利等の変動リスク)の管理 

    投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握するとともに、保有

株式数の範囲内で信用取引を利用したヘッジを行い、市況や取引先企業との関係を勘案して

保有状況を継続的に見直しております。 

    また、社債及び借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、固定金利を適用し

ております。 

   ハ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

    当社グループは、各部署からの報告に基づき財務・ＩＲ部が適時に資金繰計画を作成する

等、流動性リスクを管理しております。 

  ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

   金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

  2026年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません((注)３を参照くださ

い。)。 

 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

時価 

(千円) 

差額 

(千円) 

(1) 投資有価証券 3,397,545 3,397,545 ─ 

(2) 敷金及び保証金 1,052,460 753,559 △298,901 

資産計 4,450,005 4,151,104 △298,901 

(1) 社債 150,000 142,113 △7,886 

(2) 長期借入金(注２) 9,534,315 9,302,164 △232,150 

負債計 9,684,315 9,444,278 △240,036 

 (注)１ 「現金」は注記を省略しております。「預金」、「受取手形」、「売掛金」、「支払手形」、

「買掛金」、「電子記録債務」、「短期借入金」、「未払法人税等」は短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。 

   ２ １年内返済予定の長期借入金は「(2) 長期借入金」に含めて表示しております。 

   ３ 市場価格のない株式等 

区分 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

非上場株式 523 
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（３）金融商品の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

  金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて以下の３つ

のレベルに分類しております。 

   レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価 

   レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

   レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

  時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。 

 

  ① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

区分 
時価(千円) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

(1) 投資有価証券     

   株式 3,367,578 ─ ─ 3,367,578 

   投資信託 ─ 29,967 ─ 29,967 

資産計 3,367,578 29,967 ─ 3,397,545 

 

  ② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

区分 
時価(千円) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

(1) 敷金及び保証金 ─ 753,559 ─ 753,559 

資産計 ─ 753,559 ─ 753,559 

(1) 社債 ─ 142,113 ─ 142,113 

(2) 長期借入金 ─ 9,302,164 ─ 9,302,164 

負債計 ─ 9,444,278 ─ 9,444,278 

 (注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

 投資有価証券 

  上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

レベル１の時価に分類しております。投資信託は、公表されている基準価額によっており、レベ

ル２の時価に分類しております。  

 敷金及び保証金 

  敷金及び保証金の時価の算定は、回収可能性を反映したキャッシュ・フローを、信用リスクを

加味した残存期間に対応する利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に

分類しております。 

 社債 

  社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率

で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 
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 長期借入金 

  長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

７．収益認識に関する注記 

（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

(単位:千円) 

区分 
報告セグメント 合計 

調剤薬局事業 ヘルスケア事業 医薬品卸事業 不動産事業 

薬剤料 21,362,413 ─ ─ ─ 21,362,413 

技術料等 4,928,728 ─ ─ ─ 4,928,728 

介護 ─ 8,187,337 ─ ─ 8,187,337 

医療用医薬品 ─ ─ 19,447,001 ─ 19,447,001 

その他 ─ 226,504 ─ ─ 226,504 

顧客との契約から生じる収益 26,291,141 8,413,841 19,447,001 ─ 54,151,984 

その他の収益 ─ 576,197 ─ 254,336 830,534 

外部顧客への売上高 26,291,141 8,990,039 19,447,001 254,336 54,982,518 

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

  収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「１．連結計算書類の作成のための基本

となる重要な事項に関する注記等 (３) 会計方針に関する事項 ⑤ 収益及び費用の計上基準」

に記載のとおりです。 

（３）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並

びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると

見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

  ① 契約負債の残高等 

   顧客との契約から生じた債権及び契約負債の内訳は、以下の通りであります。なお、連結貸

借対照表上、顧客との契約から生じた債権は、「受取手形」及び「売掛金」に、契約負債は流

動負債及び固定負債の「その他」に含まれております。 

 
当連結会計年度(千円) 

期首残高 期末残高 

顧客との契約から生じた債権 7,394,405 8,277,762 

契約負債 62,357 325,006 

 (注)１ 契約負債は、施設介護の入居契約に基づく履行に先立ち受領した支払に係るものであり、

サービスが提供されると見込まれる居住期間にわたる収益の認識に伴い取り崩されます。 

     なお、当事業年度の新規連結により251,306千円増加しております。 

   ２ 当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債に含まれていた額は62,357

千円です。 

 

  ② 残存履行義務に配分する取引価格 

   当連結会計年度末において残存履行義務に配分した取引価格の総額は251,306千円でありま

す。当該残存履行義務は、概ね3年以内に収益として認識すると見込んでおります。なお、実

務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約については、注記の対象に
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含めておりません。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重

要な金額はありません。 

 

８．賃貸等不動産に関する注記 

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項 

   当社及び一部の連結子会社では、三重県を中心に賃貸用医療施設及び商業施設等を有してお

ります。2026年２月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は138,644千円(賃貸収益は

売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上)であります。 

 

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項 

連結貸借対照表計上額 
当連結会計年度末の時価 

(千円) 
当連結会計年度期首残高 

(千円) 

当連結会計年度増減額 

(千円) 

当連結会計年度末残高 

(千円) 

2,138,616 626,419 2,765,036 3,475,206 

 (注)１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。 

   ２ 当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は取得(572,673千円)、新規連結(107,752千円)、

主な減少額は減価償却費(55,520千円)であります。 

   ３ 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金

額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)であります。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 4,164円98銭 

１株当たり当期純利益 338円73銭 

 

１０．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   子会社株式・・・移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

市場価格のない・・・時価法を採用しております。（評価差額は、全部純資産直入法に 

株式等以外のもの  より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

市場価格のない・・・移動平均法による原価法を採用しております。 

株式等 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 

    建 物・・・定額法を採用しております。 

    その他の有形固定資産・・・定率法を採用しております。 

    ただし、2016年４月１日以降に取得した構築物については定額法を採用しております。 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

      建物    15～39年 

   無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

 

（３）引当金の計上基準 

   貸 倒 引 当 金・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

                なお、当事業年度末において回収不能見込額がないため、貸倒

引当金は計上しておりません。 

   賞 与 引 当 金・・・従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

   退 職 給 付 引 当 金・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務見込額に基づき計上しております。 

    ① 退職給付見込額の期間帰属方法 

       退職給付債務の算定にあたり、退職給付債務見込額を当期までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。 

    ② 数理計算上の差異の費用処理方法 

       発生の翌事業年度に一括して費用処理しております。 
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（４）退職給付に係る会計処理 

   退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの

会計処理の方法と異なっております。 

 

（５）収益及び費用の計上基準 

   当社の顧客との契約から生じる収益は、主に連結子会社から受け取る経営指導料であります。

経営指導料は経営方針、資金調達等の助言・指導等を行うことを履行義務としており、当社が

顧客である連結子会社への助言・指導を行うにつれて連結子会社が便益を享受することから、

契約期間にわたって収益を認識しております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

 (「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用) 

  「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用しております。 

  法人税等の計上区分(その他の包括利益に対する課税)に関する改正については、2022年改正会

計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。)第65－２項(２)ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 754,569千円 

 

（２）保証債務等 

 株式会社メディカル一光の債権流動化に対する保証類似行為 1,410,451千円 

 

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 短期金銭債権 194,386千円 

 長期金銭債権 200千円 

 短期金銭債務 9,999千円 

 長期金銭債務 11,800千円 

 

（４）取締役及び監査役に対する金銭債務 

 長期金銭債務 21,861千円 

 

（５）当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

 当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 7,510,000千円 

 借入実行残高 200,000千円 

  差引額 7,310,000千円 
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４. 損益計算書に関する注記 

（１）関係会社との取引高 

 営業取引(収益分) 832,885千円 

 営業取引(費用分) 17,136千円 

 営業取引以外の取引高 229,516千円 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 308,273 48 304,200 4,121 

 (変動事由の概要) 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取   48株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   自己株式の消却   300,000株 

   譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分   4,200株 

 

６．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産  
  未払事業税 2,332千円 

  賞与引当金 2,161千円 

  退職給付引当金 10,241千円 

  未払役員退職慰労金 6,796千円 

  減損損失 33,846千円 

  子会社株式 187,214千円 

  その他 3,151千円 

 繰延税金資産小計 245,744千円 

 評価性引当額 △41,289千円 

 繰延税金資産合計 204,455千円 

  

 繰延税金負債  

  その他有価証券評価差額金 15,403千円 

 繰延税金負債合計 15,403千円 

 繰延税金資産の純額 189,051千円 
 
 注 「所得税法等の一部を改正する法律(2025年法律第13号)」が2025年3月31日に国会で成立した

ことに伴い、2026年4月1日以後開始する事業年度より、防衛特別法人税の課税が行われるこ

とになりました。これに伴い、2027年3月1日以後開始する事業年度において解消が見込まれ

る一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.2％から

31.1％に変更し計算しております。なお、この税率変更による影響は軽微であります。 
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７．収益認識に関する注記 

   顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

   収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表「１．重要な会計方針に係る事項に関

する注記 (５) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

８．リースにより使用する固定資産に関する注記 

   貸借対照表に計上した固定資産のほか、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用

している主な固定資産として本社の器具備品等があります。 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 

 子会社及び関連会社等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有
(被所有)割合 

関連当事者との
関係 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 

子会社 ㈱メディカル一光 
 所有 
  直接100% 

出向者の派遣 
資金の援助 
債務保証等 
役員の兼任 

経営指導料 
(注)１ 

708,542 未収入金 50,646 

出向料 
（注）２ 

95,400 ─ ─ 

資金の貸付 200,000 
関係会社 
長期貸付金 

6,800,000 

資金の回収 400,000 

利息の受取 
(注)３ 

71,112 ― ― 

債務保証等 
(注)４ 

1,410,451 ─ ─ 

子会社 ㈱ヘルスケア・キャピタル 
 所有 
  直接100% 

資金の援助 
役員の兼任 

資金の回収 36,000 
関係会社 
長期貸付金 

1,400,000 

利息の受取 
(注)３ 

14,345 ─ ─ 

固定資産の譲渡 
(注)５ 

123,366 未収入金 130,027 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 経営指導料につきましては、業務内容を勘案して当事者の契約により決定しております。 
   ２ 出向者の派遣による出向料については、出向元の給与を基準に当事者で協議の上決定してお

ります。 
   ３ 資金の貸付及び借入の利率につきましては、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

なお、担保は受け入れておりません。 

   ４ 子会社の債権流動化に対する保証類似行為を行っております。 

   ５ 取引価格は、双方協議の上、契約等に基づき決定しております。 
 

１０．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 2,450円13銭 

１株当たり当期純利益 43円98銭 

 

１１．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 
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